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アネシス西宮デイサービスセンター 

契約書別紙（兼重要事項説明書） 

（通所介護） 
 

本書は、指定通所介護・指定介護予防通所介護サービス提供開始にあたり、事業者が

利用者に説明すべき重要事項を記載しています。 

  

１．事業者の概要 

事 業 者 名 医療法人社団 創生会 

代表者（職名・氏名） 理事長 田口 真子 

所 在 地 神戸市東灘区深江本町３丁目８番２２号 

設 立 年 月 １９９９年１１月 26 日 

２．事業所の概要 

事 業 所 名 アネシス西宮デイサービスセンター 

介護保険者事業所番号 ２８７０９０２１６６号 

所 在 地 〒６６２－０８６６ 西宮市柳本町８番７号 

電 話 番 号 ０７９８－７０－７４５１ 

F A X 番 号 ０７９８－７０－７４５３ 

開 設 年 月  2004年４月 

管 理 者 氏 名 木村 光一 

サ ー ビ ス 実 施 地 域 

 当事業所から概ね３km以内の西宮市 

 ※当該地域での交通費はサービス料金に含まれております。

上記以外の地域でサービスを提供する場合は、実費相当額を

負担いただきます。 

 

３．事業の目的 

  介護が必要と認定された利用者の介護サービスのご要望に基づき、当事業所の生活

相談員、看護職員、介護職員等が、利用者の社会的孤立感の解消、及び心身機能の

維持、並びに家族の身体的、精神的負担の軽減をはかるため、通所介護を提供いた

します。 

 

４．運営方針 

(1) 当事業所の従事者は、利用者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるよう、日常生活上必要な支援や機能訓練を行

います。 

(2) 事業の実施にあたっては、西宮市及び町内にある地域包括支援センター、在宅介

護支援センター、指定居宅介護支援事業者、及び町内の保健、医療、福祉サービ

スを提供する者との連携をはかり、総合的なサービスの提供に努めます。 

(3) 前２項のほか「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」

に定める内容を遵守し、事業を実施するものとします。 
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５．事業所の職員体制 

職 種 職務内容 人 員 

管 理 者 

当事業所と従事者の管理を一元的に行い、事業所

の従事者に対し、遵守すべき事項についての指

揮・命令を行います。 

1名 

生活相談員 

利用の申込みに係る調整、利用者の生活相談を行

い、また他の従事者と協力して通所介護計画の作

成等を行います。 

２名以上 

サ
ー
ビ
ス
提
供
者 

介 護 職 員 

サービス提供時間を通じて専ら通所介護の提供

にあたり、通所介護計画に沿ったサービスの実施

状況、及び目標達成状況の記録を行います。 

５名以上 

看 護 師 

利用者の心身の健康チェックなど看護にあたり、

通所介護計画に沿ったサービスの実施状況、及び

目標達成の記録を行います。また機能訓練指導員

を兼務します。 

2名以上 

機能訓練指導員 
日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止す

るための訓練を行います。 
1名以上 

 

６．営業日時 

営 業 日 
月曜日から土曜日まで（祝日も営業） 

年末年始の休業日は、事前に連絡致します。 

営 業 時 間 午前８：00 から午後 5：00 

サービス提供時間 

午前 8 時 3０分から午後 4 時 3０分 

午前 9 時 00 分から午後 4 時 10 分 

午前９時００分から午後１２時 2０分 

午後 1 時 00 分から午後 16 時 00 分 

 

７．施設の概要 

建物の構造 鉄筋コンクリート３階建（１階部分使用） 

述べ床面積 ３４４．６３㎡（建物全体：１,０４４㎡） 

利用定員  ３０名 
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８．サービス提供の手順 

 

☆ご来訪、お電話いずれかでお申し込みください。  

合わせて、居宅介護支援事業者の担当ケアマネージャ

ーにもご相談ください。 

 

 

☆ご訪問させていただき、通所介護開始が可能かのご

状況を確認させていただきます。 

 

 

☆主治医からの診療情報提供書のもと、通所介護開始

が可能か病状・心身のご状況を確認させていただきま

す。 

 

 

☆利用にかかわる重要事項の説明をし、了承い 

ただいた後に契約させていただきます。 

利用者、家族と面接し、居宅サービス計画及び利用者

の状態把握、ご希望をお聞きします。 

 

 

 

☆居宅サービス計画のもと、指定通所介護の提供に当

たる通所介護従業者が通所個別サービス計画を作成

し、利用者の同意を得て、交付します。 

 

 

☆個別サービス計画にのっとりサービスの提供をいた

します。 

 

 

 

９．個別サービス計画の作成 

(１) 事業者は、利用者の日常生活全般の状況、心身の状況及び希望を踏まえ、利用者

の居宅サービス計画（又は介護予防サービス計画）の内容に沿って、サービスの

目標及び目標を達成するための具体的サービス内容等を記載した個別サービス計

画を作成します。  

(２) 個別サービス計画の作成に当たっては、事業者はその内容を利用者に説明して同

意を得、交付します。 

(３) 事業者は、利用者及びその家族等の要請に応じて、個別サービス計画について変

更の必要があるかどうかを調査し、その結果、変更の必要があると認められた場

重要事項の説明 

サービス提供の契約 

利用者の状況の把握 

サービス提供の 

依頼・ご相談 

通所介護サービス 

病状・心身状況の把握 

個別サービス計画の 

作成 

面談 
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合には、利用者及びその家族等と協議して計画を変更し、説明の上交付します。 

１０．サービスの内容 

利用者に対しては、次の中から選択されたサービスを、指定の時間帯に応じて提供

します。なお、サービス提供にあたっては、個別サービス計画にそって計画的に提

供します。 

 

１１．利用料 

◇介護保険給付対象サービス利用料金 

＜通所介護費＞（１日あたり） 

（通常規模型通所介護・３時間以上４時間未満） 

要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

自己負担額 

1 割 395 円 452 円 512 円 569 円 630 円 

2 割 790 円 904 円 1023 円 1,138 円 1,256 円 

3 割 1,185 円 1,355 円 1,535 円 1,708 円 1,884 円 

 

（通常規模型通所介護・7 時間以上 8 時間未満） 

要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

自己負担額 

1 割 703 円 830 円 961 円 1,093 円 1,226 円 

2 割 1,405 円 1,660 円 1,922 円 2,185 円 2,452 円 

3 割 2,108 円 2,490 円 2,884 円 3,278 円 3,678 円 

 

加算の名称 備考 （1 割） （2 割） （3 割） 

入浴介助加算Ⅰ 
入浴を行った場合 

入浴介助の研修実施 
43 円/日 86 円/日 129 円/日 

入浴介助加算Ⅱ 個別計画を策定し実践 59 円/日 118 円/日 177 円/日 

科学的介護推進体制加算 

データ収集を行い、それ

を活用した介護サービ

スを提供 

43 円/月 86 円/月 129 円/月 

サービス種類 通所介護又は介護予防通所介護 

食 事 利用者の希望に応じて、昼食及びおやつの提供をいたします。 

入 浴 
利用者の身体の状況に応じて、一般浴槽、特別浴槽に入浴してい

ただき、必要な介助を行います。 

排 泄 利用者の身体の状況に応じて、必要な排泄の介助を行います。 

個別機能訓練 
看護師、介護職員が共同して利用者の生活機能向上に係る個別の

計画を作成し、これに基づく適切な個別訓練を実施いたします。 

運動器機能向上

訓練 

看護師、介護職員が共同して利用者の運動器機能向上に係る個別

の計画を作成し、これに基づく適切な個別訓練を実施いたしま

す。 

送 迎 
送迎車両を使用して、利用者のご自宅から当事業所まで送迎しま

す。 
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認知症加算 

認知症ケアの専門的な研修

修了者を 1 名以上配置。認

知症ケアに関する会議を定

期的に開催。規定員数に加え

看・介護 2 以上配置 

64 円/日 128 円/日 192 円/日 

個別機能訓練加算（Ⅰ）

イ 

機能訓練指導員 1 名以上

配置。共同して計画し機

能訓練を行う 

60 円/日 120 円/日 179 円/日 

個別機能訓練加算（Ⅰ）

ロ 

（Ⅰ）イに加え、機能訓

練指導員を 1 名以上配置 
81 円/日 162 円/日 244 円/日 

個別機能訓練加算（Ⅱ） 

（Ⅰ）に加え、利用者ごとの

心身の状況を重視した計画

と実施。LIFE データ提出 

21 円/日 43 円/日 64 円/日 

ADL 維持等加算（Ⅰ） 

評価対象者 ADL 利得平均 1

以上。Barthel Index 評価を

LIFE データ提出 

32 円/月 64 円/月 96 円/月 

ADL 維持等加算（Ⅱ） 
（Ⅰ）要件を満たし評価対象

者 ADL 利得平均 3 以上 
64 円/月 128 円/月 192 円/月 

送迎を行わない場合 片道につき -51 円/回 -101 円/回 -151 円/回 

中重度者ケア体制加算 

要介護3以上が30％以

上、規定員数に加え看・

介護 2 以上配置 

48 円/日 96 円/日 144 円/日 

栄養アセスメント加算 

管理栄養士と共同して

アセスメントを実施。

LIFE データ提出 

53 円/月 107 円/月 160 円/月 

栄養改善加算 
管理栄養士と共同して

栄養ケア計画を作成 
214 円/回 427 円/回 641 円/回 

口腔機能向上加算Ⅰ 
共同して口腔機能改善

指導計画を作成 
160 円/回 320 円/回 481 円/回 

口腔機能向上加算Ⅱ 
（Ⅰ）に加え LIFE デー

タ提出していること 
171 円/回 342 円/回 513 円/回 

口腔・栄養スクリーニン

グ加算Ⅰ 

6 月ごとに健康状態を介

護支援専門員へ情報提供 
21 円/回 43 円/回 64 円/回 

口腔・栄養スクリーニン

グ加算Ⅱ 

6 月ごとに健康状態を介護

支援専門員へ情報提供※栄

養改善加算及び口腔機能向

上加算を算定している場合 

5 円/回 11 円/回 16 円/回 

若年性認知症利用者受入

加算 
個別の担当者を定める 64 円/日 128 円/日 192 円/日 

生活機能向上連携加算Ⅰ 

理学療法士等の助言を受け

る体制構築、個別機能訓練計

画を作成 

107 円/月 214 円/月 320 円/月 
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生活機能向上連携加算Ⅱ 
理学療法士等が訪問を行う

場合 
214 円/月 427 円/月 641 円/月 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算

(Ⅰ) 

介護福祉士を70%以上配置

または勤続 10 年以上介護

福祉士 25％以上配置 

24 円/日 47 円/日 71 円/日 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算

(Ⅱ) 

介護福祉士を 50％以上配

置 
20 円/日 39 円/日 58 円/日 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算

(Ⅲ) 

介護福祉士を 40％以上配

置または勤続 7 年以上

30％以上配置 

7 円/日 13 円/日 20 円/日 

介護職員等処遇改善加算

(Ⅰ) 

所定単位数に 9.2%を乗じた単位数に対し、地域区分別の単価と自己負

担割合を乗じた額 

介護職員等処遇改善加算

(Ⅱ) 

所定単位数に 9.0%を乗じた単位数に対し、地域区分別の単価と自己負

担割合を乗じた額 

 

ⅰ）地域区分別の単価（3 級地 10.68 円）で計算しています。 

ⅱ）負担割合証を確認のうえ利用者負担が割合証に記載の負担率となります。 

ⅲ）利用者がまだ要介護認定を受けておられない場合、サービス利用料金の 10 割を一

旦お支払いいただきます。要介護認定を受けられた後、自己負担額を除く金額（介護

保険から給付される金額）が介護保険から払い戻されます（償還払い）。償還払いと

なる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービ

ス提供証明書」を交付します。 

ⅳ）介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負

担額を変更します。 

 

 

◇介護保険給付外のサービス実費分 

※ 消費税法その他関係法令の改正や経済状況の変化その他やむを得ない事由により、

上記金額を見直すことがあります。 

※ 利用料の変更については、サービス体系の変更、公租公課又は物価等の変動により

サービス利用料金の変動を行う場合、利用者に対し変更日の１ヶ月前迄に説明を行

います。ただし、法改正に伴う変更については、関係機関の告示適用日より変更さ

せていただき、都度ご説明いたします。 

 負担金額 

食 費 昼食 630 円（非課税）、おやつ 110 円（税込） 

おむつ代 

 テープ式おむつ２５０円 

はくパンツ２００円 

尿取りパット ５０円 

交通費 

 概ね３km 未満：無料 

 概ね３km 以上：実費相当額 

 

記録物の複写  １枚あたり 11 円（税込） 
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１２．利用料のお支払方法 

(１)事業所は、原則として利用料の支払いを口座引落しとします。利用者及び連帯保証

人が指定する送付先に対し、利用料金の請求書兼明細書を、翌月末までに送付しま

す。 

利用者は、事業所に対し当該合計額を翌々月の 5 日に支払うものとします。 

(２)事業所は、利用者又は連帯保証人から利用料金の支払いを受けた時には、利用者及

び連帯保証人が指定する送付先に対して、領収書を送付します。 

(３)利用料を振り込まれる場合の振込手数料、および施設の責に帰さない事由による利

用料の返金手数料は、利用者又は連帯保証人が負担するものとします。 

 

※利用料、利用者負担額、及びその他費用の支払いについて、正当な理由なく、支払

い期日までに支払いが無い場合は、年１４．６％の割合で計算した遅延損害金をお

支払いいただきます。 

 

１３．サービスの中止・キャンセル料 

(１)利用者は、事業者へ申し出ることにより、サービスの利用を中止することができま

す。 

(２)前項によりサービスの中止をする場合は、スタッフ配置及び他利用者への送迎時間

の影響がありますので、サービス利用日の前営業日の午後５時（前日が日曜日の場

合は土曜日の午後５時）までに連絡をお願いします。 

(３)サービス利用日の前営業日午後５時以降のキャンセルにつきましては、昼食代及び

おやつ代実費をお支払いいただきます。 

(４)利用者は利用中止の申し出時に、次回サービス提供予定日までの希望日に、サービ

スの振替を申込みしていただくことができます。 

 

１４．施設利用に当たっての留意事項 

喫煙・飲酒 事業所内及び敷地内での喫煙・飲酒は禁止とします。 

飲食 

利用中の食事は、特段の事情がない限り事業所の提供する食事を

お召し上がりください。持参された食品に関しましては、当事業

所の管理下にないものとして、一切の責任を負いません。 

迷惑行為等 騒音等他の利用者の迷惑になる行為はおやめください。 

現金等管理 
金銭、貴重品の管理は各自でお願いします。万一紛失の際には、

一切の責任を負いかねますので、ご了承ください。 

禁止行為 
事業所内での営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動が行わない

ようにお願いします。 

動物飼育 事業所内へのペットの持ち込みは禁止とします。 

引き受けかね

る対応 

利用者又はご家族より、以下のようなご要望があっても対応しか

ねますのでご了承ください。 

① 利用者にとって不適切又は介助時に苦痛を伴

うこと 

② 事業所・施設の業務運営上、不可能な方法 

③ 利用者の生命に危険がおよぶようなこと 
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１５．高齢者虐待防止について 

当事業所では、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必

要な措置を講じます。 

一 研修等を通じて、従業員の人権意識や知識、技術の向上に努めます。 

二 個別支援計画の作成等適切な支援の実施に努めます。 

三 従業員が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業員

が利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 

 

１６．身体拘束について 

事業者は原則としてご利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等

のおそれがある場合など、ご利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及

ぶことが考えられるときは、ご利用者及びご家族に対して説明し同意を得た上で、

次に掲げることに留意して必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は

身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録を行います。また、事業者

として身体拘束を解除するための取り組みを積極的に行います。 

(1) 緊急性…… 直ちに身体拘束を行わなければ、ご利用者本人又は他人の生命・ 

 身体に危険が及ぶと考えられる場合に限ります。 

(2) 非代替性… 身体拘束以外にご利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険  

が及ぶことを防止できないと考えられる場合に限ります。 

(3) 一時性…… ご利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがな 

くなったと考えられる場合は、直ちに身体拘束を解除します。 

 

 

１７．相談・苦情窓口 

（１）当施設における相談窓口 

事業所における相談や苦情については、次の窓口で受け付けます。 

苦 情 解 決 責 任 者 管理者 

苦 情 受 付 窓 口 相談員 

受 付 時 間 月曜日～土曜日 午前 9:００～午後 5:００ 

電 話 番 号 ０７９８－７０－７４５１ 

F A X 番 号 ０７９８－７０－７４５３ 

 

（２）行政機関その他の相談窓口 

西宮市法人指導課 

所 在 地:西宮市六湛寺町１０番３号 

電話番号:０７９８－３５－３０８２ 

FAX:０７９８－３４－５４６５ 

受付時間:月曜日～金曜日９:００～１７:３０ 

（祝日を除く） 

兵庫県国民健康保険

団体連合会 

介護サービス苦情相

談窓口 

所 在 地:神戸市中央区三宮町 1-9-1 

電話番号:078－332－5617 

FAX 番 号:078－332－5650 

受付時間:月～金曜日 8:45～17:15 
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１８．秘密の保持及び個人情報の保護について 

(１) 事業者及びサービス従事者は、医療・ 介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンスに基づき、サービスを提供するうえで知り得た利用

者及びその家族等に関する秘密を、正当な理由なく第三者に漏らしません。 

 この守秘義務は、契約が終了した後も同様です。 

(２) 事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議

において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報につ

いても、あらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議で利用者の家

族の個人情報を用いません。 

 

１９．家族への連絡 

ご希望があった場合、利用者ご本人に連絡するものと同様に、家族へも連絡します。 

 

２０．記録の保管 

(１) 事業者は、サービス提供の記録を作成することとし、サービスの提供が終了した

日から 5 年間保存します。 

(２) 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、当該利用者に関する第１項の

サービス提供の記録を閲覧することができます。 

(３) 利用者は、当該利用者に関するサービス提供の記録の複写物の受け取りを希望す

る場合、当施設所定の申請書、本人確認のための書類を提出して下さい。「保有個

人データ開示の求め」に係る手数料は、１件に付き 1,000 円（税込）とさせてい

ただきます。 

 

２１．緊急時の対応 

サービス提供中に利用者の病状の急変その他、緊急事態が生じた場合は、緊急連絡

先に連絡するとともに、主治医その他の医療機関に連絡を取る等必要な措置を講じ

ます。 

 

２２．損害賠償 

(１) 事業者は、サービスの実施にともなって、自己の責に帰すべき事由によって、利

用者に生じた損害について賠償する責任を負い、速やかに損害賠償を履行します。

ただし、利用者側に故意又は過失が認められる場合に、利用者の置かれた心身の

状況を斟酌して相当と認められるときには、損害賠償責任を減じることができる

ものとします。 

(２) 以下の各号に該当する場合は、事業者は賠償責任を免れます。 

① 利用者又はその家族が、契約締結に際し、利用者の心身の状況及び病歴等の重

要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱ

ら起因して損害が発生した場合 

② 利用者又はその家族が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・

確認に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起

因して損害が発生した場合 

③ 利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由

にもっぱら起因して損害が発生した場合 
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④ 利用者が、事業者もしくはサービス従事者の指示等に反して行った行為にもっ

ぱら起因して損害が発生した場合 

(３) 利用者及び連帯保証人は、利用者の責に帰すべき事由により事業者に生じた損害

について、連帯してその損害を賠償しなければならないものとします。 

 

２３．損害保険への加入 

事業者は、賠償責任保険等の損害保険に加入しており、その保険契約の内容につい

ては、希望に応じて情報公開するものとします。 

 

２４．契約の終了 

以下の事項に該当する場合は、契約は終了するものとします。 

 

<利用者からの解約の申し出> 

利用者は、契約の有効期間中、申し出によって契約を解約することができます。こ

の場合には、利用者は契約終了を希望する日の７日前までに事業者に通知するもの

とします。ただし、次の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することが

できます。 

 

<事業者からの解約の申し出> 

事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には、契約を解約することができま

す。 

① 契約期間満了日の７日前までに、利用者から更新拒絶の申し出があり、かつ契約

期間が満了した場合 

② 利用者又は事業者の申し出により契約が解約された場合 

③ 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業

所を閉鎖した場合 

④ 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

⑤ 事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥ 要介護認定により利用者の心身の状況が自立と判定された場合 

⑦ 利用者が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者その他反社会的勢力の関係者である

と判明した場合 

⑧ 利用者が死亡した場合 

① 事業所の運営規定の変更に同意できない場合 

② 事業者が、正当な理由なくサービスを提供せず、利用者の請求にもかかわらず、

これを提供しようとしない場合 

③ 事業者もしくは従事者が守秘義務に違反した場合 

④ 事業者が、利用者の身体・財産・名誉等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うな

ど、契約を継続しがたい重大な事由が認められる場合 

⑤ 他の利用者が利用者の身体・財産・名誉等を傷つけた場合もしくは傷つける具体

的な恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 
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２５．重要事項の変更 

重要事項説明書に記載した内容が変更される場合は、利用者に説明し、改めて同意

を得るものとします。変更内容を通知する方法としては、変更された書類を交付し、

口頭で説明します。 

 

２６．第三者評価の実施の有無 

第三者評価の実施 無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意に

これを告げず又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情

を生じさせた場合 

② 利用者による、サービス利用料金を 1 か月以上滞納し、その支払を督促したに

もかかわらず、14 日以内に支払われない場合 

③ 利用者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利

用者等の身体・財産・名誉等を傷つけ、又は、利用者が著しい不信行為を行うこ

となどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④ 利用者の行動が他の利用者やサービス従事者の生命、身体、健康に重大な影響を

及ばすおそれがあり、あるいは、利用者が重大な自傷行為を繰り返すなど、本契

約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

⑤ 利用者又は扶養者が、当施設、当施設の職員又は他の利用者等に対して、信頼を

失わせるような背信行為又は反社会的行為を行った場合 

⑥ 利用者及び連帯保証人又はご家族が、「施設利用にあたっての留意事項」に反す

る行為を行い、事業者の申し入れにもかかわらずこれに従わない場合 
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２７．重要事項説明の年月日について 

上記内容について利用者に説明いたしました。 

この重要事項説明書の説明年月日 年  月  日 

説 明 者 氏 名    

 

 

利用者      

私は、以上の重要事項説明書の内容について説明を受け、その内容を理解し、これが

契約の一部となることを確認したうえ同意し、文書の交付を受けました。 

住 所  

氏 名  

 

   代筆者氏名                続柄（     ） 

 

代理人・立会人（いずれかに○） 

住 所  

氏 名   

 

＜注＞本書を２通作成し、利用者、事業者双方が１部ずつ保管する。 
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予防専門型通所サービス 

契約書別紙（兼重要事項説明書） 

 

本書は、西宮市指定予防専門型通所サービス提供開始にあたり、平成１１年３月

３1 日厚生省令第 3７号第８条に基づき、事業者が利用者に説明すべき重要事項を

記載しています。 

  

１．事業者の概要 

事業者名 医療法人社団 創生会 

代表者（職名・氏名） 理事長 田口 真子 

所在地 神戸市東灘区深江本町３丁目８番２２号 

設立年月 1999 年１１月 26 日 

 

２．事業所の概要 

事業所名 アネシス西宮デイサービスセンター 

介護保険者事業所番号 ２８７０９０２１６６号 

所在地 〒６６２－０８６６ 西宮市柳本町８番７号 

電話番号 ０７９８－７０－７４５１ 

FAX番号 ０７９８－７０－７４５３ 

開設年月 2004年４月（介護予防：2006年４月） 

管理者氏名 今本 龍 

サービス実施地域 

 当事業所から概ね３km以内の西宮市 

 ※当該地域での交通費はサービス料金に含まれてお

ります。上記以外の地域でサービスを提供する場合

は、実費相当額を負担いただきます。 

 

３．事業の目的 

  介護予防が必要と認定された利用者の介護サービスのご要望に基づき、当事業

所の生活相談員、看護職員、介護職員等が、利用者の社会的孤立感の解消、及

び心身機能の維持、並びに家族の身体的、精神的負担の軽減をはかるため、介

護予防通所介護の提供を行います。 

４．運営方針 

１ 当事業所の従事者は、利用者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるよう、日常生活上必要な支援や機能

訓練を行います。 

２ 事業の実施にあたっては、西宮市及び町内にある地域包括支援センター、在

宅介護支援センター、指定居宅介護支援事業者、及び町内の保健、医療、福
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祉サービスを提供する者との連携をはかり、総合的なサービスの提供に努め

ます。 

３ 前２項のほか「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準」（平成１１年３月３１日厚生省令第３７号）、「指定介護予防サービス等の事

業の人員、設備及び運営並びに指定居宅介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準」（平成１８年３月１４日厚生労働省令第３

５号）に定める内容を遵守し、事業を実施するものとします。 

 

５．事業所の職員体制 

職 種 職務内容 人   員 

管 理 者  

当事業所と従事者の管理を一元的に行

い、事業所の従事者に対し、遵守すべき

事項についての指揮・命令を行います。 

1名 

生活相談員  

利用の申込みに係る調整、利用者の生活

相談を行い、また他の従事者と協力して

予防専門型サービス計画の作成等を行い

ます。 

２名以上 

サ
ー
ビ
ス
提
供
者 

介 護 職 員 

サービス提供時間を通じて専ら通所介護

の提供にあたり、予防専門型通所サービ

ス計画に沿ったサービスの実施状況、及

び目標達成状況の記録を行います。 

５名以上 

看 護 師  

利用者の心身の健康チェックなど看護に

あたり、通所介護計画に沿ったサービス

の実施状況、及び目標達成の記録を行い

ます。また機能訓練指導員を兼務します。 

2名以上 

機能訓練指導員  

予防専門型通所サービス計画に基づき、

日常生活を営むのに必要な機能の減退を

防止するための訓練を行います。 

1名以上 

 

６．営業日時 

営 業 日 
月曜日から土曜日まで（祝日も営業） 

年末年始の休業日は、事前に連絡致します。 

営 業 時 間 午前８：00 から午後 5：00 

サービス提供時間 

午前 8 時 3０分から午後 4 時 3０分 

午前 9 時 00 分から午後 4 時 10 分 

午前９時００分から午後１２時 2０分 

午後 1 時 00 分から午後 16 時 00 分 
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７．施設の概要 

建物の構造 鉄筋コンクリート３階建（１階部分使用） 

述べ床面積 ３４４．６３㎡（建物全体：１,０４４㎡） 

利用定員  ３０名 

 

８．サービス提供の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．個別サービス計画の作成 

１ 事業者は、利用者の日常生活全般の状況、心身の状況及び希望を踏まえ、利

用者の介護予防サービス計画又は介護予防ケアプランの内容に沿って、サー

ビスの目標及び目標を達成するための具体的サービス内容等を記載した個

別サービス計画を作成します。  

２ 予防専門型通所サービス計画の作成に当たっては、事業者はその内容を利用

者に説明して同意を得、交付します。 

３ 事業者は、利用者及びその家族等の要請に応じて、予防専門型通所サービス

計画について変更の必要があるかどうかを調査し、その結果、変更の必要が

あると認められた場合には、利用者及びその家族等と協議して計画を変更し、

説明の上交付します。 

 

利用申込み 

重要事項説明書による説明・同意 

被保険者証の確認 

契約の締結 

病状・心身状況の把握 

面談・予防専門型通所サービス計画の作成 

サービスの提供 関係者との連携 

事故発生時の対応 

苦情対応 等 
サービス記録の整備 

利用料の受領、領収書等の発行 

終了 
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１０．サービスの内容 

利用者に対しては、次の中から選択されたサービスを、指定の時間帯に応じて

提供します。なお、サービス提供にあたっては、予防専門型通所サービス計画

にそって計画的に提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１．提供するサービスの利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合） 

サービス 

提供区分 

予防専門型通所サービス費 

（要支援１・事業対象者） 

予防専門型通所サービス費 

（要支援２） 

利用料 利用者負担額 利用料 利用者負担額 

通常の場合 

（月ごとの定額制） 
１9,202 円/月 １,921 円/月 ３8,672 円/月 3,868 円/月 

（地域区分の単価 3級地 10.68円） 

※ 表中の金額は利用者負担が 1 割の場合の金額となります。利用者負担割合は介護保険 

負担割合証に記載された割合となります。 

※ 利用者の体調不良や状態の改善等により予防専門型通所サービス計画に定めたサー 

ビス提供回数よりも利用が少なかった場合、又は予防専門型通所サービス計画に定めた 

サービス提供回数よりも多かった場合であっても、日割り計算は行いません。 

※ 主に以下に該当する場合は、月ごとの定額制ではなく日割りで利用料を計算します。 

① 月途中に要介護から要支援に変更になった場合 

② 月途中に要支援から要介護に変更になった場合 

③ 月途中に事業対象者から要支援（要介護）に変更になった場合 

④ 同一市町村内で事業所を変更した場合 

⑤ 月途中に契約を開始（解除）した場合             など 

 

 

 

 

 

サービス種類 予防専門型通所 

食 事 
利用者の希望に応じて、昼食及びおやつの提供をい

たします。 

入 浴 
利用者の身体の状況に応じて、一般浴槽（特別浴槽）

に入浴していただき、必要な介助を行います。） 

排 泄 
利用者の身体の状況に応じて、必要な排泄の介助を

行います。 

運動器機能向上 

訓練 

看護師、介護職員が共同して利用者の運動器機能向

上に係る個別の計画を作成し、これに基づく適切な

個別訓練を実施いたします。 

送 迎 
送迎車両を使用して、利用者のご自宅から当事業所

まで送迎します。 
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 加 算 利用料 利用者負担額 算定回数 

要
支
援
度
な
ど
に
よ
る
区
分
な
し 

若年性認知症受入介助加算 ２,５６３円 ２５７円 １月に１回 

介護職員等処遇改善加算

（Ⅰ） 

総単位数に 9.2％を 

乗じた単位数の金額 
左記の１割 １月に１回 

介護職員等処遇改善加算

（Ⅱ） 

総単位数に 9.0％を 

乗じた単位数の金額 
左記の１割 １月に１回 

科学的介護推進体制加算 427 円 43 円 １月に１回 

要
支
援
１ 

サービス提供体制強化加算 

（Ⅰ） 
939 円 94 円 １月に１回 

サービス提供体制強化加算 

（Ⅱ） 
768 円 77 円 １月に１回 

サービス提供体制強化加算 

（Ⅲ） 
256 円 26 円 １月に１回 

要
支
援
２ 

サービス提供体制強化加算 

（Ⅰ） 
1,879 円 188 円 １月に１回 

サービス提供体制強化加算 

（Ⅱ） 
1,537 円 154 円 １月に１回 

サービス提供体制強化加算 

（Ⅲ） 
512 円 52 円 １月に１回 

（地域区分の単価 3級地 10.68円） 

上記金額は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、法律が改定された場

合は、これらの金額も自動的に改訂されます。 

注１） 上記金額は、サービス利用料金のうち、利用者に負担いただく１割の

金額を記載しております。 

注２） 月平均の利用者の数が当事業所の定員を上回った場合及び予防専門

型通所サービス従業者の数が人員配置基準を下回った場合は、上記金

額のうち基本単位数に係る翌月（又は翌々月）の利用料及び利用者負

担額は 70/100 となります。 

注３） 事業所と同一建物に居住する利用者又は同一の建物から通う利用者

は１月につき利用料が要支援１・事業対象者は 4,015 円（利用者負

担が１割の場合４０２円）、要支援２は 8,031 円（利用者負担が１割

の場合 804 円）減額されます。「同一建物」とは、指定予防専門型

通所サービス事業所と構造上又は外見上、一体的な建物をいいます。 

注４） 利用者がまだ要介護認定を受けられていない場合や居宅サービス計

画が作成されていない場合は、一旦サービス利用料金の全額をお支払

いただきます。その場合は、保険給付の申請をしていただくために必

要な「サービス提供証明書」を発行いたします。 

注５） 予防専門型通所サービスに係る１ヵ月あたりの利用料金に関しては、

計画に定める利用回数に増減があった場合でも日割り計算はいたし
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ません。また、月途中で要支援から要介護に変更となった場合等の例

外を除き（短期入所／施設入所についても除く）月途中での利用開

始・終了の場合も日割り計算はいたしません。 

 

◇介護保険給付外のサービス実費分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１） 消費税法その他関係法令の改正や経済状況の変化その他やむを得な

い事由により、上記金額を見直すことがあります。 

注２） 前記の見直しを行う場合は、利用者に対して、変更を行う日の１ヵ月

前までに文書にて連絡いたします。 

 

１２．支払方法 

１ 当事業所は、利用料の支払いを原則として口座引落しとします。利用者又は

連帯保証人が指定する送付先に対し、前月利用料金の請求書兼明細書を、毎

月月末までに送付します。利用者は当事業所に対し、当該合計額を翌月５日

に支払ものとします。 

２ 当事業所は、利用者又は連帯保証人から、利用料金の支払いを受けたときは、

利用者又は連帯保証人が指定する送付先に対し、領収書を送付します。 

３ 当事業所の責に帰さない事由による利用料の返金手数料は、利用者又は連帯

保証人が負担するものとします。 

   

１３．サービスの提供にあたって（追加） 

１ サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険 

者資格、要支援認定の有無及び要支援認定の有効期間、事業対象者の該当の有無 

及び事業対象者の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに 

変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

２ 利用者が要支援認定又は事業対象者の該当の有無の判断を受けていない場 

合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行 

います。また、介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントが利用者に対して行 

われていない等の場合であって、必要と認められるときは、要支援認定の更新の 

申請が、遅くとも利用者が受けている要支援認定の有効期間が終了する 30 日前 

にはなされるよう、又は事業対象者の該当の有無の判断が事業対象者の有効期間 

が終了する前にはなされるよう必要な援助を行うものとします。 

 負担金額 

食 費 昼食 630 円（非課税）、おやつ１００円（税別） 

おむつ代 

 テープ式おむつ２５０円 

はくパンツ２００円 

尿取りパット ５０円 

交通費 
 概ね３km 未満：無料 

 概ね３km 以上：実費相当額 

記録物の複写  １枚あたり１０円（税別） 
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３ 利用者に係る地域包括支援センター等が作成する「介護予防サービス計画 

（ケアプラン）又は介護予防ケアプラン」に基づき、利用者及び家族の意向を踏 

まえて、指定予防専門型通所サービスの目標、当該目標を達成するための具体的 

なサービスの内容等を記載した｢予防専門型通所サービス計画｣を作成します。な 

お、作成した「予防専門型通所サービス計画」は、利用者又は家族にその内容を 

説明し、同意を得た上で交付いたしますので、ご確認いただくようお願いします 

４ サービス提供は「予防専門型通所サービス計画｣に基づいて行ないます。な 

お、「予防専門型通所サービス計画」は、利用者等の心身の状況や意向などの変 

化により、必要に応じて変更することができます 

５ 予防専門型通所サービス従業者に対するサービス提供に関する具体的な指 

示や命令は、すべて当事業者が行います。実際の提供にあたっては、利用者の心 

身の状況や意向に充分な配慮を行ないます。 

 

１４．キャンセル 

１ 利用者がサービスの利用の中止をする際には、速やかに次の連絡先(又は前記

のサービス責任者連絡先)までご連絡ください。 

連絡先(電話) ：０７９８－７０－７４５１ 

２ 利用者の都合でサービスを中止にする場合には、前営業日の午後５時までに

ご連絡ください。（日曜日は営業しておりませんので、月曜日の中止の連絡は

土曜日の午後５時まで） 

３ サービス利用日の前営業日午後５時以降のキャンセルにつきましては、昼食

代及びおやつ代実費をお支払いいただきます。 

 

１５．施設利用に当たっての留意事項 

喫煙・飲酒 事業所内及び敷地内での喫煙・飲酒は禁止とします。 

飲食 

利用中の食事は、特段の事情がない限り事業所の提供する食事

をお召し上がりください。持参された食品に関しましては、当

事業所の管理下にないものとして、一切の責任を負いません。 

迷惑行為等 騒音等他の利用者の迷惑になる行為はおやめください。 

現金等管理 
金銭、貴重品の管理は各自でお願いします。万一紛失の際には、

一切の責任を負いかねますので、ご了承ください。 

禁止行為 
事業所内での営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動が行わな

いようにお願いします。 

動物飼育 事業所内へのペットの持ち込みは禁止とします。 

引き受けか

ねる対応 

利用者又はご家族より、以下のようなご要望があっても対応し

かねますのでご了承ください。 

① 利用者にとって不適切又は介助時に苦痛を伴うこと 

② 事業所・施設の業務運営上、不可能な方法 

③ 利用者の生命に危険がおよぶようなこと 

 

１６．高齢者虐待防止について 

当事業所では、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとお
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り必要な措置を講じます。 

一 研修等を通じて、従業員の人権意識や知識、技術の向上に努めます。 

二 個別支援計画の作成等適切な支援の実施に努めます。 

三 従業員が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従

業員が利用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 

１７．身体拘束について 

事業者は原則としてご利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他

害等のおそれがある場合など、ご利用者本人または他人の生命・身体に対して

危険が及ぶことが考えられるときは、ご利用者及びご家族に対して説明し同意

を得た上で、次に掲げることに留意して必要最小限の範囲内でのみ行うことが

あります。その場合は身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録

を行います。また、事業者として身体拘束を解除するための取り組みを積極的

に行います。 

(1) 緊急性…… 直ちに身体拘束を行わなければ、ご利用者本人又は他人の生命・ 

 身体に危険が及ぶと考えられる場合に限ります。 

(2) 非代替性… 身体拘束以外にご利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険  

が及ぶことを防止できないと考えられる場合に限ります。 

(3) 一時性…… ご利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがな 

くなったと考えられる場合は、直ちに身体拘束を解除します。 

 

１８．相談・苦情窓口 

サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応いたします。 

苦情解決 

責任者 
木村 光一 （管理者）   

苦情受付窓口 大塚  翔人（相談員） 

受付時間 月曜日～土曜日  午前 9：００～午後 5：００ 

電話番号 ０７９８－７０－７４５１ 

FAX 番号 ０７９８－７０－７４５３ 

   

西宮市法人指導課 

所在地 西宮市六湛寺町１０番３号 

受付時間 月曜日～金曜日９：００～１７：３０（祝日を除く） 

電話番号 ０７９８－３５－３０８２ 

FAX 番号 ０７９８－３４－５４６５ 

   

 

 

 

 

 

兵庫県国民健康保険団体連合会 介護サービス苦情相談窓口 
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１９．秘密の保持及び個人情報の保護について 

１  事業者及びサービス従事者は、医療・ 介護関係事業者における個人情報の

適切な取扱いのためのガイダンスに基づき、サービスを提供するうえで知り

得た利用者及びその家族等に関する秘密を、正当な理由なく第三者に漏らし

ません。 

 この守秘義務は、契約が終了した後も同様です。 

２  事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者

会議において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人

情報についても、あらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議

で利用者の家族の個人情報を用いません。 

 

２０．家族への連絡 

ご希望があった場合、利用者ご本人に連絡するものと同様に、家族へも連絡し

ます。 

 

２１．記録の保管 

１ 事業者は、サービス提供の記録を作成することとし、サービスの提供が終了

した日から 5 年間保存します。 

２ 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、当該利用者に関する第１

項のサービス提供の記録を閲覧することができます。 

３ 利用者は、当該利用者に関する第１項のサービス提供の記録の複写物を、料

金表に記載の料金を支払うことにより、受け取ることができます。 

 

２２．緊急時の対応 

サービス提供中に利用者の様態の変化等があった場合は、事前の打ち合わせに

より、主治医、救急隊への連絡を行い、医師の指示に従います。また緊急連絡

先に連絡いたします。 

 

２３．損害賠償 

１ 事業者は、サービスの実施にともなって、自己の責に帰すべき事由によって、

利用者に生じた損害について賠償する責任を負い、速やかに損害賠償を履行

します。ただし、利用者側に故意又は過失が認められる場合に、利用者の置

かれた心身の状況を斟酌して相当と認められるときには、損害賠償責任を減

じることができるものとします。 

２ 以下の各号に該当する場合は、事業者は賠償責任を免れます。 

一 利用者又はその家族が、契約締結に際し、利用者の心身の状況及び病歴等の

所在地 神戸市中央区三宮町１丁目９番１－１８０１ 

受付時間 
月曜日～金曜日８：４５～１７：１５ 

（祝日、年末年始を除く） 

電話番号 ０７８－３３２－５６１７ 

FAX 番号 ０７８－３３２－５６５０ 
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重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにも

っぱら起因して損害が発生した場合 

二 利用者又はその家族が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴

取・確認に対して故意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっ

ぱら起因して損害が発生した場合 

三 利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事

由にもっぱら起因して損害が発生した場合 

四 利用者が、事業者もしくはサービス従事者の指示等に反して行った行為にも

っぱら起因して損害が発生した場合 

３ 利用者及び連帯保証人は、利用者の責に帰すべき事由により事業者に生じた

損害について、連帯してその損害を賠償しなければならないものとします。 

 

 

２４．損害保険への加入 

事業者は、賠償責任保険等の損害保険に加入しており、その保険契約の内容に

ついては、希望に応じて情報公開するものとします。 

 

２５．契約の終了 

以下の事項に該当する場合は、契約は終了するものとします。 

 

（利用者からの解約の申し出） 

利用者は、契約の有効期間中、申し出によって契約を解約することができます。

この場合には、利用者は契約終了を希望する日の７日前までに事業者に通知す

るものとします。ただし、次の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約

することができます。 

④ 契約期間満了日の７日前までに、利用者から更新拒絶の申し出があり、か

つ契約期間が満了した場合 

⑤ 利用者又は事業者の申し出により契約が解約された場合 

⑥ 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由によ

り事業所を閉鎖した場合 

⑦ 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

⑧ 事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑨ 要介護認定により利用者の心身の状況が自立と判定された場合 

⑩ 利用者が、暴力団、暴力団員、暴力団関係者その他反社会的勢力の関係者

であると判明した場合 

⑪ 利用者が死亡した場合 
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（事業者からの解約の申し出） 

事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には、契約を解約することがで

きます。 

 

２６．重要事項の変更 

重要事項説明書に記載した内容が変更される場合は、利用者に説明し、改めて

同意を得るものとします。変更内容を通知する方法としては、変更された書類

を交付し、口頭で説明します。 

① 事業所の運営規定の変更に同意できない場合 

② 事業者が、正当な理由なくサービスを提供せず、利用者の請求にもかか

わらず、これを提供しようとしない場合 

③ 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

④ 事業者が、利用者の身体・財産・名誉等を傷つけ、又は著しい不信行為

を行うなど、契約を継続しがたい重大な事由が認められる場合 

⑤ 他の利用者が利用者の身体・財産・名誉等を傷つけた場合もしくは傷つ

ける具体的な恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない

場合 

① 利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがた

い重大な事情を生じさせた場合 

② 利用者による、サービス利用料金を 1 か月以上滞納し、その支払を督促

したにもかかわらず、14 日以内に支払われない場合 

③ 利用者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは

他の利用者等の身体・財産・名誉等を傷つけ、又は、利用者が著しい不信

行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさ

せた場合 

④ 利用者の行動が他の利用者やサービス従事者の生命、身体、健康に重大な

影響を及ばすおそれがあり、あるいは、利用者が重大な自傷行為を繰り返

すなど、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

⑤ 利用者又は扶養者が、当施設、当施設の職員又は他の利用者等に対して、

利用継続が困難となる程度の背信行為又は反社会的行為を行った場合 

⑥ 利用者及び連帯保証人又はご家族が、「施設利用にあたっての留意事項」

に反する行為を行い、事業者の申し入れにもかかわらずこれに従わない場

合 
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２６．重要事項説明の年月日について 

上記内容について利用者に説明いたしました。 

この重要事項説明書の説明年月日 2024 年  月  日 

説明者氏名 大塚 翔人         

 

 

利用者      

私は、以上の重要事項説明書の内容について説明を受け、その内容を理解し、これが

契約の一部となることを確認したうえ同意し、文書の交付を受けました。 

住 所  

氏 名    

 

   代筆者氏名                続柄（     ） 

 

代理人・立会人（いずれかに○） 

住 所  

氏 名    

 

＜注＞本書を２通作成し、利用者、事業者双方が１部ずつ保管する。 

 


